認可後の地縁団体の事務手続きについて
貴団体は、地方自治法第260条の2その他の規定に基づき認可及び告示手続きを了しましたので、今後、地方自治法等関係法令及び貴団体規約に定めるもののほか下記事項に留意のうえ、適切に運営いただくようお願いします。

１　第三者効力の発生及び不動産登記について
認可申請に基づき、町長による認可、告示を行います。この告示をもって法人登記に代えることとなりますので、法務局への登記は必要ありません。
告示後、認可地縁団体は告示事項について第三者に対抗できることとなります。
また、不動産登記については、岡山地方法務局でのお手続きとなります。必要書類等の詳細につきましては、下記連絡先にお問い合わせください。
岡山地方法務局（岡山市北区南方1丁目３－５８、電話０８６－２２４－５６５６）
２　告示事項の変更

下記の告示事項について変更があった場合は、代表者は「告示事項変更届出書」に別添必要書類を添え、町長に届け出なければなりません。
この届出をもとに、変更の告示を行います。
＜告示事項＞
①　名称

②　規約に定める目的

③　区域

④　主たる事務所

⑤　代表者の氏名及び住所
⑥　裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無

　　　（職務代行者が選任されている場合は、その氏名及び住所）

⑦　規約に解散の事由を定めたときは、その事由

【届出に必要なもの】

・告示事項変更届出書

・告示された事項に変更があった旨を証する書類

（総会議事録の写し等で、議長及び議事録署名人の署名又は押印あるもの）

３　規約の変更

規約に変更があった場合は、代表者は「規約変更認可申請書」に別添必要書類を添え、町長に届け出なければなりません。

【申請に必要なもの】

・規約変更認可申請書

・規約変更の内容及び理由を記載した書類

・規約変更を総会で議決したことを証する書類

（総会の議事録の写し等で、議長及び議事録署名人の署名又は押印があるもの）

４　認可地縁団体台帳証明書の交付

町長による告示を受けた後は、「認可地縁団体台帳証明書」の交付を受けることができます。交付手数料は、一通につき２００円です。
【請求に必要なもの】

・認可地縁団体台帳証明書交付請求書
５　団体の印鑑登録

認可地縁団体は団体の印鑑登録をすることができます。
【登録できない印鑑】

登録印鑑は、１地縁団体につき１種類までです。なお、下記いずれかに該当する印鑑は登録できません。

　①ゴム印その他の印鑑で変形しやすいもの

　②機械製造により大量生産されたもの

　③印影の大きさが１辺の長さ８㎜の正方形に収まるもの

　　又は１辺の長さ３０㎜の正方形に収まらないもの

　④印影を鮮明に表しにくいもの

　⑤その他登録を受けようとする認可地縁団体の印鑑として適当でないもの

【登録に必要なもの】

・認可地縁団体印鑑登録申請書

・登録を受けようとする団体の印鑑

・申請者個人の印鑑登録証明書及びその印鑑
・委任状(申請者が代理人の場合)
６　印鑑の登録証明書の交付

　印鑑の登録後は「認可地縁団体印鑑登録証明書」の交付を受けることができます。
交付手数料は、１通につき２００円です。
【申請に必要なもの】

・認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書

・登録されている団体の印鑑

・申請者個人の印鑑登録証明書及びその印鑑

・委任状(申請者が代理人の場合)
７　認可地縁団体の各種税関係について
町長の認可を受けた地縁団体は法人格を有するため、役場・県税事務所・税務署にそれぞれ法人設立の届出・申告の提出が必要になります。詳しくは各窓口にお問い合わせください。

[image: image1.emf]問い合せ先

岡山西税務署

TEL 086-254-3411

備前県民局

TEL 086-233-9809

吉備中央町税務課

TEL 0866-54-1315

・法人設立の届出

・収益事業開始の届出

・法人設立の届出

（認可から１か月以内に）

・不動産取得税の申告

（不動産登記後に）

収益事業を行う場合

町長の認可を受けた地縁団体

・法人設立の届出

（認可から１か月以内に）

・法人設立の届出

（認可から１か月以内に）

・不要

・法人設立の届出

（認可から１か月以内に）

・不動産取得税の申告

（不動産登記後に）

収益事業を行わない場合


収益事業とは・・・法人税法施行令第5条に規定する34業種（物品販売業、不動産販売業、金銭貸付業、物品貸付業、不動産貸付業、製造業、通信業、運送業、倉庫業、請負業、印刷業、出版業、写真業、席貸業、旅館業、料理飲食業、周旋業、代理業、仲立業、問屋業、鉱業、土石採取業、浴場業、理容業、美容業、興行業、遊技所業、遊覧所業、医療保険業、技芸・学力教授業、駐車場業、信用保証業、無体財産権の提供業、労働者派遣業）
８　農地の権利移転について
町内会が地縁団体として法人格を有している場合でも、原則として、地縁団体は農地所有適格法人ではありませんので、地縁団体名義で農地を取得することはできません。
詳しくは、吉備中央町農業委員会事務局（農林課：０８６６－５４－１３１８）へお問い合わせください。

　　　認可地縁団体の手続き、証明書の交付申請等は、賀陽庁舎２階総務課で申請して
ください。

　　　　　【問い合わせ先】吉備中央町賀陽庁舎　総務課

　　　　　　　　　　　　　℡０８６６－５４－１３１３
